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第４７回福島県入札制度等監視委員会議事録 

 

１ 委員会の概要 

（１）日時  平成２６年３月１７日（月）午後１時３０分から午後３時３０分   

（２）場所  杉妻会館３階 百合の間Ａ 

（３）出席者 

 ア 委員 

伊藤宏（委員長） 安齋勇雄 齋藤玲子 田崎由子 芳賀一英 藤田一巳 

イ 県側 

総務部政策監 入札監理課長 入札監理課主幹兼副課長 入札監理課主幹 

土木部次長 技術管理課長 建設産業室長 建設産業室主幹 

農林水産部参事兼農林総務課長 農林技術課長 

入札用度課主幹兼副課長 教育庁財務課主幹兼副課長 警察本部会計課次席 

（４）次第 

１ 開会 

２ 議事 

（１）報告事項 

ア 県発注工事等の入札等結果について（平成２５年１０月～１２月分） 

イ 入札参加資格制限（指名停止）の運用状況について（平成２６年１月分） 

ウ 特殊な工法又は技術的難易度の高い工事に付する要件の見直しについて 

エ 総合評価方式（工事）の一部見直しについて 

オ 平成２５年度下請状況実地調査結果について 

（２）各委員の意見交換 

（３）その他 

３ 閉会 
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２ 発言内容 

【入札監理課主幹兼副課長】 

 （開会） 

定刻となり したの 、ただい から「第４７回福島県入札制度等監視委員会」を開会いたし す。 

それ は、議事につき して、伊藤委員長よろしくお願いし す。 

【伊藤委員長】 

これより議事に入り す。 

 ず、本日の議事の進め方について、協議したいと思い す。本日は、報告事項が５件ござい す。 

公開 行いたいと思い すが、いかが しょうか。 

 （各委員） 

（異議なし） 

御異議ないものと認め、そのように決定いたし す。 

はじめに、報告事項ア「県発注工事等の入札等結果について（平成２５年１０月～１２月分）」 

す。事務局の説明をお願いし す。 

【入札監理課長】 

 （資料１により説明） 

【伊藤委員長】 

 ただい 報告のあった件につき して、質問等があればお願いし す。よろしい しょうか。 

 は次に進み す。 

報告事項イ「入札参加資格制限（指名停止）の運用状況について（平成２６年１月分）」 す。事

務局から説明をお願いし す。 

【入札監理課長】 

（資料２により説明） 

【伊藤委員長】 

ただい 報告のあった件につき して、質問等があればお願いし す。 

【齋藤委員】 

２番から８番の東京電力の送電線の工事 すが、これは独占禁止法違反だったということ すが、

詳細を教えていただくことは きる しょうか。 

【入札監理課長】 

こちらは、東京電力が発注し した特定架空送電工事、空中の送電工事と地中の送電工事におき 

して、今回の資格制限対象となり した８社を含む業者が談合をして、特定の会社が有利に受注 き

るように価格調整等を行い、独占禁止法に違反し、不当な取引制限を行っていたこと 、公正取引委

員会から１２月２０日付け 排除措置命令と課徴金納付命令を受けたということ ござい す。 

【伊藤委員長】 

これは新聞やテレビのニュース も報道され したね。 

【入札監理課長】 

はい。 

【齋藤委員】 

当然民間 すから、それを受けて県の方 追う形 、民間の工事 はあるけれども入札の参加資格

を制限した、ということになるわけ すか。 

【入札監理課長】 

御指摘のとおり、独占禁止法違反行為ということなの 、県の資格制限措置要綱 は、公正取引委

員会から排除措置命令、課徴金納付命令を受けた場合は、県外 の違反 あれば１２ヶ月、県内 の
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違反行為 あれば１５ヶ月を標準に、資格制限を行うことになってい す。県として、談合を行うよ

うな業者については、県の契約相手方として適切 はないという判断により資格制限を行ったもの 

ござい す。 

【齋藤委員】 

  わかり した。 

【伊藤委員長】 

他にいかが しょうか。 いよう したら次に進み す。 

報告事項ウ「特殊な工法又は技術的難易度の高い工事に付する要件の見直しについて」 す。事務

局から説明をお願いし す。 

【入札監理課長】 

（資料３により説明） 

【伊藤委員長】 

ただい 報告のあった件につき して、質問等があればお願いし す。 

【芳賀委員】 

少し的を外れた質問かもしれ せんが、例えばＡ工事というのが、この経験があるかないかを、地

方ゼネコン等に、その資格のある者が手を挙げてくださいというような形 、当然ながら入札が行わ

れているのだと思い す。ただ すね、Ａ工事の中に種別に分かれているようなものがあって、その

種別の中に、例えば深礎杭といったものが含 れているような場合、そういうものについては、普通、

地方ゼネコンが自らやっているの はなくて、専門工事業に依存しているのが実態かなと考えると、

いわゆる地方ゼネコンがそういう体制のもとに、例えば下請にこういうところを使えばうちの会社 

は きるといった、トータルマネージメントをするわけ す。そうすると、そういうことについて、

有りというようなこと 検討されたことはあるの しょうか。 

【入札監理課主幹】 

今の質問 ござい すが、当然、特殊な工事の場合は専門工事、トンネル等についても同じ形 、

トンネル専門工事業者などに下請に出す、というようなことが行われており す。今回の要件につき

 しては、下請に出すということも前提において、そういうマネジメントするためには、全くその工

事の実績がないの は下請に出した会社の言いなりになってし うの 、そういった下請があっても、

元請として下請に実際に工事をやってもらうとしても、マネジメントの内容をわかっていないといけ

ないということ 要件を付す、という考え方 ござい す。 

【芳賀委員】 

私の勉強不足かどうかわかり せんけれども、例えば、監理技術者、１級というのを持っていて知

識的にはあるが、実績がない。極端な言い方をすれば、下請をやる、共同企業体をやるということ 

ないと実績は増えないわけ すね。仮に、件数が少ないような専門工事、事例としてあ り出てこな

いような工事の場合には、企業数、いわゆる受け手側が、非常に少ないの はないかという気もする

わけ す。そうすると、やりようにもやれない。工事が少ないと、どんどんどんどん施工実績という

ものはなくなるわけ すから、必然的に限定された会社しか受注 きないというようなことにもなる

のかなと思うの すが、どうなの しょう。 

【入札監理課長】 

御指摘のとおり、特殊な専門工事におき しては、施工可能業者の範囲が自ずと限られてし って

競争性が確保 きないことが、今回の見直しの検討に至った最初のきっかけ ござい す。当然のこ

とながら、公共工事の品質確保が図られるという大前提のもと 、なおかつ競争性の確保も図るため、

農林水産部、土木部の工事発注機関と協議しながら、そういった専門工事業が下請等に入ってマネジ

メントされる地域ゼネコンのもと 施工しているというのは、そういった地域実態と施工実態も踏 
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え して、最大限どこ  競争性を確保するために実績要件を廃止しても工事の品質確保が図られる

か、工事の品質確保に支障がないかという観点から、今回の見直しを行ったということ あり す。 

基本的には、競争性の確保を図って、特に県内の地元業者 技術力のある会社がＪＶの構成員とし

ての施工実績を積み上げる中 、今回は要件が削除されるものは限定的 はござい すが、実績要件

を廃止しても品質確保上支障がないような工事については、可能な限り地元の業者さんが応札しやす

い環境作りをすることによって、大震災以降、依然として多発している応札者なしによる入札不調の

軽減にもつなげていきたいとするもの す。御意見にもあり したような実態を踏 えて、そもそも

の検討の出発点がそこからきている事情はあると考えてい す。 

【藤田委員】 

資料の３の３ページ、アスベスト工事のところ すが、石綿作業主任者のところが削除されており

 すが、その下の欄の人は石綿作業技術も習得していると解釈してよろしいの しょうか。 

【入札監理課主幹】 

石綿作業主任者というのは、工事をする上 設けなければいけないもの ござい すが、こちらは

下請等からの確保 も差し支えないということになっており す。特別管理産業廃棄物管理責任者と

いうのは、これは元請として、その会社に管理者がいなければ、アスベスト除去工事が きないとい

う法律上の位置付けがなされており す。そういった関係 、工事を請け負ってから管理者を確保す

るということ はなくて、あらかじめアスベスト処理工事を請け負いたい会社 管理者を設けておく

という形 対応しており す。そういったこと 、逆に管理者がいない会社はこちらの工事自体参加

 きないことになってし うの すが、あく  も法律上、そのような扱いになってい すの 、こ

の部分については今  どおり残っている状況 ござい す。 

【入札監理課長】 

補足させていただき すと、今回、石綿作業主任者の記載を削除させていただき したのは、下請

 も石綿作業主任者を配置すれば作業可能となっており すの 、あく  この要件は元請事業者と

して参加されるものに付される要件 あるという意味合いから、この記載からは石綿作業主任者を削

除したということ 御理解いただきたいと思い す。 

【伊藤委員長】 

他にいかが しょうか。 いよう したら次に進み す。 

報告事項エ「総合評価方式（工事）の一部見直しについて」 す。事務局から説明をお願いし す。 

【入札監理課長】 

（資料４により説明） 

【伊藤委員長】 

ただい 報告のあった件につき して、質問等があればお願いし す。 

【芳賀委員】 

このような対応というものは、業界にとって非常にありがたいことかなと思い す。ただ、私の感

覚 すけれども、現場代理人というのは、現場の会社の社長 すよね。そういったことから考えると、

現在、若手の登用というものがこういう現場代理人の中に、数的にどの程度あるのか。それはいろい

ろと若年者を有利にもっていくという、経験とか何かの問題と別として、実態としてどのくらい活用

されているのか。仮に、制度を作っても魂入れずのような形というのを想定されることはないのかと

いうこと、これが ず一点。 

それから二点目として、企業によっては技術者を育成するという意味 、技術者の補助のような形

 現場において経験させているというところもありやに聞いてい す。そういったことに対しての具

体的対応等については、どのようにお考えになっているのか。以上二点 すね、お願いし す。 

【入札監理課長】 
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 ず一点目の実態として、若手技術者がどのくらい現場において現場代理人として従事しているの

か、ということにつき しては、若手という年齢の区切り方にもよるの しょうが、統計的な指標 

 は、残念ながら把握 き せん した。一定年数の見習い後に、主任技術者となるための資格を取

得する前の段階の者に経験を積 せるために、現場代理人として配置しているような事例もある、と

いうことも一例として聞いてい す。このような見直しが、今後の若手技術者の育成につながるの 

あれば、先ほど御説明し したように、国・他の都道府県の運用状況を見 しても、大多数が既に評

価を行っているということも踏 え して、本県においても第一弾としての、若手技術者育成の観点

からの取り組みということ ござい す。 

二点目の技術者確保について す。例えば国の総合評価におき しては、専任補助者というの し

ょうか、若い方を補助するような専任補助者として技術者を配置した場合に加点評価する取り組みを

既に行ってい す。一つの工事にベテランとして若手を指導する専任補助者と言われる技術者と若手

の技術者、複数の技術者を一つの工事に義務的に専任として配置しなければならない、という状況が

前提となって運用されているよう あり す。残念ながら大震災以降におき しては、宮城・岩手も

含め して、技術者の不足による応札者なしの不調が依然として多い状況を踏 え すと、本県にお

いて今、この時点において技術者の複数配置によって若手技術者を育成するような取り組み方という

のは、選択肢として厳しいかなという認識のもと、今回の見直しにおき しては、現行制度の枠内 

の運用の一部見直し 対応 きる第一弾として、現場代理人 の過去の実績評価も加味することによ

って、必ずしも技術者を複数配置しなくても今後の若手技術者の確保・育成につながるような道筋が

開かれるの あれば、４月から取り組 せていただきたいということ ござい す。 

【芳賀委員】 

趣旨等は十分理解し した。是非効果が上がるようにお願いしたいと思い す。 

【伊藤委員長】 

基本的に、ウの先ほどの特殊な技術の問題もそう すし、今の若手技術者の問題もそう すし、不

調対策という側面が一定程度あるとは思うの すが、不調対策、つ り入札に参加する業者をなるべ

く増やしたいということ すね。そのことと、工事品質や安全管理というのは、トレードオフの関係

の部分があり す。だから、後者の部分を一定確保しながら、なるべく入札参加者を増やすような努

力をしたい。今日の２つもそう す。今  様々な取り組みがあり して、例えば、ロットサイズを

大きくする あるとか、地域要件を緩和する あるとか、そういったものは言ってみれば運用の面 

なるべく緩和するような形 やり しょうということ す。芳賀委員がおっしゃったように、そうい

う様々な対策をとっていたとしても、恐らく根本の原因がそこにあるわけ はなくて、根本の原因は

需要と供給の問題 すよね。今  公共事業が少なくなり、業者さんが少なくなっているという状況

 、こういう問題が起きて、圧倒的に需要が多くなり したが、供給はすぐには増やせない。そうい

う問題を解消するために、運用の面 なるべく参加しやすいような仕組みを、あるいは緩和をし し

ょうということ す。ひょっとしたら言い方が悪い すけれども、靴の上から足をかいているような

もの 、かゆいところには手は届いているかもしれないけれども、実はその実質的な効果はそんなに

ないかもしれない すよね。 すから、その辺は非常に難しい問題 、県としても色々な取り組みを

されている努力は感じ すが、根本的な解決策には必ずしもなっていないの はないかという感じも

し す。 

ただ、若手技術者の問題は、長期的に考えてもこれは良いことだと思い す。私は大学 就職の関

係の仕事をしてい すけれども、建設業に対してはあ り人気がないというのが現状 す。そういう

ことも含め して、なるべく若者が夢を持って入れるような、そういう業種になっていかないと、一

過性の需要の問題だけ はなくて、業界全体の問題として大きな問題 はないかと思っており す。 

【安齋委員】 
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今  入札不調の例としてこれがよく使われ したよね、主任技術者がいないと。これは今度どう

なる しょうね。果たして、どれくらい改善されたかなの すが、逆に３分の１の１５の県 今  

評価対象としていなかったということ すが、主な理由はなんなの すか。 

【入札監理課長】 

本県もこれ  現場代理人 の実績を評価していなかったというのは、やはり有資格者としての主

任技術者、監理技術者と現場代理人との技術力の違いということから、行っていなかったの はない

かと思われ す。他県に対し、具体的に行っていない理由  は確認しており せん した。 

【安齋委員】 

追従する感じなの すか。流れとしては。 

【入札監理課長】 

流れとし しては、若手技術者育成の観点から、どういう総合評価を行えば、若手の育成・確保に

つながる政策になるかという視点 、本県に限らず他の都道府県、国も本腰をいれて考えているよう

 す。おそらく傾向とし しては拡大基調になってくるの はないかと思われ すが、具体的な動き

  は把握してござい せん。 

【伊藤委員長】 

少し 理な質問かもしれない すけど、現場代理人の実績を評価するという、その３分の２のとこ

ろが、いつ頃からそういう動きがあるのかというのはわからない すよね。最近の話なのか、結構前

からこういう動きが ているのかということなの すが。 

【入札監理課長】 

そこ  は今回確認はしており せん した。申し訳あり せん。 

【齋藤委員】 

この若手ということ すけれども、これはあく  も年齢だけなの しょうか。それとも、高齢の

方は除かれるとしても、経験年数とか何かということ の若手という意味 、このような提供という

ものはないの しょうか。 

【入札監理課長】 

総合評価におき して、配置予定技術者が一定年齢未満、例えば４０歳未満の若手といわれる方を

配置すれば加点するというような動きにはなり せん。あく  この考え方は、配置予定技術者とし

て過去の実績を評価する際に、現在の主任技術者、監理技術者に限っている運用を現場代理人として

の実績も加味することによって、いわゆる工業高校卒業後 主任技術者の国家資格取得前の方が、現

場代理人として工事に従事した場合の実績を、その後の主任技術者の資格取得後の県発注工事におけ

る総合評価において加味することによって、そういう方々をより配置予定技術者として企業が配置し

たいと考えるような方向に持っていきたいというもの す。具体的に何歳未満の若い方々を評価対象

とする、という趣旨の見直し はござい せん。 

【齋藤委員】 

ということは、あく  も年齢ということなの すか。 

【入札監理課長】 

年齢 はなくて現場代理人として、いわゆる配置予定技術者として県発注工事の総合評価 評価さ

れる方が現場代理人時代に従事したもの、例えば舗装工事、改良工事に従事したものが、今回舗装工

事につき しては特殊舗装工事の実績要件は撤廃し すけれども、そういった現場代理人時代の同種

類似工事の実績を評価し、総合評価 資格を取得する前の時代も加点されやすくなることによって、

ベテランといわれる高得点になりがちな方を技術者に配置したいと考えている企業が、若い方をより

積極的に活用 きるような環境を作り、総合評価においても後押しをしていきたいということ 、現

場代理人 の過去の実績も評価対象に加えるという見直し あり す。 

【田崎委員】 
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私も同じように疑問かなと思ったのは、若手という言葉を使われるの 、どんなケース、どんな人

が若手の対象になるのか。私としては、これを見ていて経験がそんなになくてもなり得るというのか、

その辺が説明 ははっきりしないの す。実務経験５年といわれているけれども、それよりも短くて

も、ある程度の経験を積ん いればなれると考えて良いの しょうか。年齢 はないというお話を伺

うと、経験なのかなという印象があったの 、その辺をわかりやすくお願いし す。 

【入札監理課長】 

お手元の資料の３ページ すが、今回の見直しにより して、若手技術者の総合評価における評価

がどのように拡大されていくかという部分 す。現行は、主任技術者の資格要件 も御説明し した

が、工業高校の指定学科卒業の場合は、５年の実務経験を積めば主任技術者としての資格を満たすこ

とになり す。 

例えば、工業高校を卒業されたＡさんの場合は、１９歳から企業に就職されて、２年間見習いを行

い す。その後、 だ主任技術者になる資格を取得してい せんの 、２１、２２、２３歳について

は、一定年数の見習い期間を経た後、現場代理人としてその工事の安全管理や施工管理などを経験し

た場合、現在は現場代理人時代の実績が評価され せんの 、Ａさんが主任技術者になった後の総合

評価において加点対象になり せん。そのため、Ａさんを配置予定技術者とした応札が増えない、依

然として総合評価 加点となる経験を積み上げたベテランが配置予定技術者とされ、県発注工事の入

札に参加するということになってい す。 

見直し案を御覧いただき すと、Ａさんが２年、３年の見習い期間を経た後、現場代理人として積

み上げた経験が、主任技術者として５年実務経験を積んだ後の資格取得後は、総合評価 現場代理人

時代の実績を評価対象として拡大すること 、２１歳のときの舗装工事 現場代理人の経験が、その

後の舗装工事 加点対象となり すの 、Ａさんを配置予定技術者とした応札が現実的に発生すると

想定しており す。それにより、配置予定技術者 応札して、結果的に県発注工事を受注 きれば、

Ａさんがその工事経験を主任技術者として積み上げていくことが可能になり す。工業高校を卒業し

て５年後に主任技術者となったＡさんは、県発注工事において配置予定技術者としての経験を積み上

げること 、Ａさんの育成につながっていくというもの ござい す。 

【伊藤委員長】 

結局、実態としては若手技術者の育成につながるの すが、別に年齢の問題 はなくて、４０歳 

こういう会社に転職をして、そこ 同じことをやれば同じことが起こるわけ すよね。ただ、それは

考えにくいの 、実態としては若手に効果がある対策 す、ということ すよね。 

【入札監理課長】 

そのとおり す。結論から申し上げ すと、若手という表現を除いて、技術者育成の観点からのと

いうこと 読み替えていただくと誤解がないかもしれないの すが、我々の真意とし しては、やは

りこういった工業高校を卒業されたＡさんのような、若い有能な技術者を早期に育成して建設業界の

発展と将来の公共工事の品質確保にもつなげていきたいということ す。 

【伊藤委員長】 

 すから表題が、～の観点からというのがそういう意味なの すね。若手育成だけの話 はないと。 

【入札監理課長】 

はい。 

【伊藤委員長】 

そういう観点から見直しをするということ 、実は若手 はなくてもこれは適用しうるということ

 す。ということ よろしい すか。 

【芳賀委員】 

いろいろと若手とかそういう年齢的なものも出 したけれども、最近の傾向として、２級あるいは

１級の国家資格の合格率が極めて低くなっているん すね。例えば、１級 すと、恐らく２０％切る
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くらいの合格率 すから。こういう評価もありがたいけれども、現実問題として国家資格者となると、

問題は決して難しくなっていないという国交省なんかの話なの すが、何回も受けないと取れない、

そのうち諦める人たちも多くなってきているなんていう現実もあり す。かつて、特別研修など 経

験年数１０年とか２０年とかあると 条件的にレポートを提出するくらい 取れたという時代もあ

ったの 、こういうことも行政的には考えていかなくてはならないのかな。それ 品質確保 きるか

どうかというと、 た問題が出るかもしれ せんけれども、ちょっと思い したの 行政 何かお考

えいただければと思い す。 

【伊藤委員長】 

ちょっと言い難いこと すが、結局いろんな業種や企業 若者の人気というのがあって、必ずしも

人気の業種 はない、そういう業種に入ってくる若者の意欲 あるとか質 あるとかが、多分従前と

比べると変わってきていると思うん すね。ただ、そんなことも一つ影響しているの はないかとは

思い すけれども。 

他にいかが しょうか。 いよう したら次に進み す。 

報告事項オ「平成２５年度下請状況実地調査結果について」 す。事務局から説明をお願いし す。 

【入札監理課長】 

（資料５により説明） 

【伊藤委員長】 

ただい 報告のあった件につき して、質問等があればお願いし す。 

３ページ目の１番上の法令違反 はないにしても、１１５日というのは、何か特別な事情があった

かどうかは把握されているの すか。 

【入札監理課長】 

先ほども経過の中 御説明し したが、当初は資材のみを購入する予定 あったものが、施工費込

みの単価になったこと 、資材のみの購入に対する支払いの流れ 対応された結果、これだけの日数

になってし ったよう 、特に意図的に遅らせたということ はあり せん。単に、資材購入に対す

る通常の決済ルートの中 の支払い期限 、結果的にそのような日数に至ってし ったということ 

した。 

【伊藤委員長】 

要するに、手形か何か 決済してとかということ はない。 

【入札監理課長】 

そう はなかった す。 

【伊藤委員長】 

特別な事情があったということ すね。 

【芳賀委員】 

ちょっとお尋ねし すけれども、この元下調査をやった結果、前回の時もお尋ねしたの すが、こ

の調査企業は土木と建築 どのようになっているの しょうか。 

【入札監理課長】 

今回の調査対象会社につき しては、元請６社、下請１４社の合計２０社と御説明し した。受注

工事の工種 申し上げ すと、この元請６社の工種につき しては、一般土木が１件、舗装が２件、

建築が２件、電気設備が１件 、工種等のバランス等も考慮して対応させていただき した。 

【芳賀委員】 

先ほどの労務賃金の問題 すけれども、５分の４くらいの企業は様子見という状況 すけれども、

そのことについて企業と労務者等については、双務契約 すからとやかく言う筋はないの しょうけ

れども、一般的に考えて、積算単価が上がるということは、当然ながら業界もそれに対応している、
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あるいはより以上 あったから単価は上がっているというのが実態だと思うん すよね。この件につ

いて、行政としてはどのようにお考えになっているの すか。 

【建設産業室長】 

会社の支払いの単価については、民・民といい すか、県から直接こうしなさいというわけにはい

かないの すが、県の労務単価が昨年４月に大幅にアップしたときに、国 単価の反映の相談を受け

付ける電話窓口を設け した。そちらと県 タイアップしながら対応しているという状況がござい 

す。実績としては、なかなか数は少ないよう すが、賃金を上げてもらえないという苦情のようなも

のが、それなりに東北整備局の窓口にいっているという話は聞いてござい す。直接、建設産業室に

単価が安い状態だというような苦情は今のところきてい せん。元請と下請の支払いに関しては単価

のアップなどにかかわらず相談がきているというところ ござい す。 

【芳賀委員】 

同じ建設産業の一人として、私が言うことに少し抵抗があるの すが、いわゆるよく聞く言葉の中

に、建設産業のイメージアップ、あるいは建設労働者の雇用の改善に関わる法律というのがあって、

こういうことをし しょう、ということが定められているわけ すね。そういった中 、現在技術者

をはじめ、技能職員、職人等も少ない。だから何とかしなくてはならないという政策はあるわけ 、

それと同時に業界団体など もいろいろと適正な賃金を、あるいは社会保険をと、呼びかけている実

態はある。しかし、結果としてついてこない、ということだと思うん すね。 

そうすると、それらってどこにいっちゃうのかな、という問題が当然ながら一般の人からは思われ

るの はないかと考えるわけ すね。 すから、その件について、やはり行政としても何か、ただ結

果として賃金出してあげたからいいや、というだけ はなく、対応する必要性というのはあるのかな。

そう ないと、先ほども言ったようにイメージアップといっても、本来は企業個々の問題だと思うん

 すね。例えば従業員の待遇を良くした、それが口コミ等 自然と建設産業よくなる、いいよ、とい

うようなこと もない限りは、建設業界人がこうこうやっているから社会貢献しているよとか言って

も始 らない問題 はないかなと思うの すね。一番、待遇的な問題があると私は思うん すね。そ

ういった部分 行政としてあげてくれるということは、非常によろしいことだと思うの すけれども、

同時に指導するものも進めていかないと、そのお金どこにいっちゃうのかなという疑われる部分も出

てくるの はないだろうかなと思い す。一応そんなことをお考えいただければありがたいと思い 

す。 

【伊藤委員長】 

春闘とベアの話とよく似てい す。儲かっているのだけれども、なかなか従業員には行かない。基

本的には別の問題 すよね。要するに、積算の単価を上げるということと、労使の関係 賃金をどう

するかというのは基本的には別の問題 すけれども、一般的にみれば、あるいは従業員労働者側から

みれば、積算単価が上がっているのになぜ僕らの給料が上がらないの、というのは素朴な疑問として

は当然あり得ると思い す。 

ただ、入札とか建設とか土木とかそういう関係 解決すべき問題なのか、私は労働委員会というの

をやっているの すが、もっと別の労働委員会とかそういう労使問題の関係 扱うべき問題なのか、

少し悩 しいかなと思っているの すが、どなたか何かコメントされる方がいらっしゃったら。 

今  は、そういうことに対して行政側が業者側に何らかアドバイスなり指導なりということはな

かったわけ すよね、当然。今後もそういう予定はあ り考えておられないということなの しょう

か。 

【建設産業室長】 

先ほど委員長がおっしゃったとおり、各企業がどうするかというところ  、こうしなさいという

のはなかなか言えない立場 ござい すの 直接的には言ってござい せん。労働環境の向上という

こと 、先ほど芳賀委員からもござい したが、社会保険の加入促進などを勧める、建設業法を遵守
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する、退職金の共済制度に入るようにといったものは、機会があるごとに声を出させていただいてい

 す。 

特に、保険関係に関し しては、建設業法の許可、許可の更新の時に入っているかどうかをチェッ

クさせていただいており して、そこ 入っていなければ文書の指導を行っており す。なおかつ６

か月以内に改善がない場合は、保険担当の部署に通告するということを実際に行っている状況 ござ

い す。 

【芳賀委員】 

先ほど５分の４が様子見だということを、私は非常に情けない話だなと思うの す。賃金を払うべ

きものを、５分の４もの企業が看過している。そういうものに対して、業界団体として当然ながら対

応してい す。ただ、税金ということから考えたり、働く人の生活を守るということから考えたとき

には、行政側も決められたものを、それをピッタリというわけにはなかなかいかないかもしれ せん。

それは能力差があってより多く貰う人、少なく貰う人と当然いるわけ す。だけども、その水準ぐら

い  には持っていくんだという締め付けというものを、行政 やってもなんら私は問題ないの は

ないかと思うわけ す。この辺は難しい しょうけれども、 ず強い指導というのがあってもいいの

 はないかな。そう ないと自分たちが自分たちの首を、自ら企業が、産業界が、首を絞めていくと

いうことになるの はないか。問題となっている労働者の不足の問題 あるとか、それから県がいく

ら現場代理人について若年技術者を養成するということ 、総合評価 加点するといっても何もなら

ないじゃないかな。そのことすら業界にいる人間が思うわけ すから、よろしくお願いしたいと思い

 す。 

【伊藤委員長】 

可能性としては、例えば労務単価が上がったことに対応して賃金をちゃんと上げているところは総

合評価方式の中の評価ポイントにするとか、何らかの工夫は全く きないわけ はないとは思い す

けれども。 

【総務部政策監】 

制度管理している総務部サイド も、入札不調が相当発生している中 、総務部長を交えて話をす

ると、賃金が相当アップしているだろう、ただ、実態を調べると上がっていない。その差額はどこに

いっているのだ、という議論はあり す。やはり上がっていくべきだとは思っているの す。様々な

企業の方々、業界の話 は、将来のリスクのためにすこし単価を高く設定しないと何年か後には、例

えば１年先の工事が非常に高くなってし うことが想定されるの 、単価をもっと上げて欲しいとい

う声があがってくるの すが、その部分は実際には労働者の方々に反映していないという実態がある

ことは由々しき問題なのかなと、単純に一公務員として非常に感じるもの すから、この辺も研究し

ていかなくてはならないと思っており す。 

【伊藤委員長】 

非常に大きな問題だと思い すけれども、この委員会 すぐに結論が出るような性格のもの はな

いかもしれない す。 

他に如何 しょうか。よろしい しょうか。次に各委員の意見交換に移り す。今  のことに関

連しても結構 すし、それ以外 も結構 すが、何かご意見があり す委員さんいらっしゃい した

らご発言お願いいたし す。 

【齋藤委員】 

今の件 すけれども、資材費が上がっている、労務者の賃金が上がっているといわれているのは、

労務者の賃金が上がったということだけに絞り すと、上がっているところもあるわけ すよね。つ

 り、どういう所が上がっていて、どういうところが留め置きなの すか。 

【芳賀委員】 
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聞くところによると、例えば、ダンプカーの運転手というのはかなり上がっている。県内 も す。

上がっているというのは、福島県がダンプカーなどを隣の県に持っていかれる、そういう部分 上が

ってきている。地元にいる人たちはそれに引きずられてはいるけれども、宮城県のようには上がって

いないと聞き すね。それから、県産連として実態調査をしたところにより すと、鉄筋、型枠につ

いての上がり方は、他に比べると顕著なところがあり す。ただ、普通の人工さん、つ り普通作業

員といわれる方、あるいは、建築のいろいろな床を張ったりする人たちについては、技能者がいない

といいながら上がっていないような状態 すね。要するに、単純工と言い すか、普通作業員、軽作

業員、特殊作業員については、あ り上がっていない。少しは上がってい すけれども、技能職種 

は鉄筋、型枠の上がり方はかなり大きいと思い す。 

【齋藤委員】 

ということは単純作業をする作業員を抱えている会社というのは、それもやはり建設業者の一部と

いうことになるわけなの しょうか。それともそういう単純作業をする人たちはその企業体なら企業

体の外になるの すか。 

【芳賀委員】 

全部が全部 はあり せんけれども、地方ゼネコンという地元の業者さん、県、国、市町村から直

接仕事を請け負う方については、大方が商社的なの すね。そして、それを下請にということ 専門

工事業に流れていくわけ すけれども、案件によっては地方ゼネコンが受け、それをサブゼネコン的

なところが受けて、専門工事業を手配する。そうすると元請が１００ 受けて、当然ながら現場管理

費 あるとか一般管理費についても、サブコンも掛かり すし、当然その下の専門工事業も掛かると

いうこと 、段階的に切られていき すよね、１００のものが。 

【齋藤委員】 

そうし すと、それが、それぞれの企業体が別々だということ あれば、元請下請の関係になるの

か、それとも１つの企業の中 あれば、それは高度な専門的な部署もあるだろうけれども、そういう

単純な作業をする人も含めて一つ あれば、その工事に対して単純作業をする人  含めて、その工

事に対して責任があるわけ すよね。そう あれば、やはりその受注の関係 、単純作業をする作業

員が少なければ、やはり採用しなければいけないし、応募者がいなければ給料も当然上がりそうな気

がするの すが、どこにネックがあるの すか。 

【芳賀委員】 

簡単に言えば、実態調査をするとはっきりわかることは、作業員が増えていないの すよ。例えば、

専門工事業が型枠なら型枠というところをみると、型枠は若干増えている。鉄筋工なんて横並びぐら

いなの すね。足りなくなったから会社が増やしているの はなく、他県 あるとか、ほかの地区の

比較的空いている所から持ってきている状態 、先ほどから言っているように、それをどっちにあげ

ているわけ はないから増えもしない、前年度と横並びみたいな形 専門工事業はきてし っている。

型枠なんかは少し増えてい すけどね。そのような状況 、総体的には人数も変わらないし、システ

ム的にも何ら変わってない す。元請、サブゼネコンみたいなのがあったり、直結して専門工事業に

いく場合もあるけれども、それぞれが殆ど人数的には変わっていない すから、それ 賃金も上がっ

ていないという状況 すよね。ちょっと気が利いた人たちは外部に出ていくとか、宮城県に行くとい

うことも有りだと思うの すね。 

【齋藤委員】 

ということは、単価が単純作業 あっても、必要に応じて単価を上げれば、逆にいうと他県からも

来る可能性は高いわけ すか。 

【芳賀委員】 

可能性はないとは言えない すね。ただ、今の生活からいって、皆さん御存じと思い すけれども、

遠く  行って働く、例えば会津方部から、わざわざ浜通り  行って働こうという人たちというの



 12 

は、極めて少なくなっている。なぜかというと、いわゆる高齢化、そして少子化ということもあるわ

け すから、家を離れたくないという人たちが大分多い すね。 すから、労働移動がなかなか行わ

れない、その地域の人数だけ 雇える人数、 た建設業に入ったからといってすぐにその作業に従事

 きるわけ はない すね。普通作業員など も相当の体力が必要 すし、 してや技能職となると、

相当の経験を積 なければ技能職になれ せんの 、あ り移動はないし、硬直化の状態にあり す。 

【伊藤委員長】 

それぞれが生活をしているわけ 、そう簡単に賃金が高いから移動して、ということにはならない。

ただし、特殊な技能が必要 あるとか、ダンプカーだとかというのは、引き抜きがあったり移動 き

たりするからある程度高くしておかないとすぐ逃げられちゃうかもしれない。多分そういう構造だと

思い す。ということは、やはり先ほどから、どこへいっちゃったのだろうという話があるの すが、

結局その部分は企業あるいは元請ゼネコンにいっているということ すよね。今  構造的な不況業

種 、あ り利益が上がらなかったから、この際なんとか利益が確保 きるということなのかもしれ

ない。それは建設業だけの問題 はなくて、今、経営者が非常にリスクを嫌悪する行動が多い すか

ら、リスクを冒して  どうこうするの はなく、なるべく将来の何かのために貯えておこう、そう

いう経営者の行動があることは一般的には言えると思い す。 

【安齋委員】 

今の考えなの すが、実は去年から、藤田委員も すが、財務省に業界の団体がいろいろ呼ばれて、

多分各業種から２人ずつ呼ばれ したよね。秋ぐらい すよね。会計士とか税理士、司法書士とか、

商工会とかいろいろな団体から２人ずつ代表して来てくれと、そしてざっくばらんな話を聞きたいと

財務省に呼ばれて財務事務所に行ったん す。私は会計士協会の代表 行ったの すけれども、その

ときちょっと話したことを、少し絡みがあるの 申し上げ す。 

震災前、震災直前、要するに３年前。それから震災後、わかりやすく２年後のデータ すか、財務

省の統計データを使って説明したの すけれども、大きく変わったことがいくつかあり す。 

一つは、震災前  は倒産が非常に多かった。倒産というのは皆さん御存じだと思うん すけれど

も、統計上の倒産というのは負債額が１千万円以上の業者が何社倒れたか、その借金がいくらかとい

うデータ すが、それが震災前は１００社以上あったん すね。それが震災後、極限に減ってい す。

３分の１から４分の１に減ってい す。ということは、何を言いたいかというと、建設業者の倒産が

殆どなくなっているん すね。それから、震災前と震災後 大きく注目されるのは、資金量というん

 すけれども、要するに個人と法人の預金 す。福島県の統計、明治以来こつこつ貯めた百何十年間

 、福島県民が貯めた預金 すね。それが単純にいうと震災前は６兆円ちょっと す。それが震災後

２年 いくらになったかというと、２兆円増えているん すね。８兆円超えて す。 

それ 少し横道にそれ すけれども、２兆円増えたうち、どこの銀行に行ったかといい すとなん

と６割が東邦銀行 す。それから財務省も言ったん すけれども、公金にもあるんじゃないかと。要

するに予算が消化しきれないのもあるの 、県とか市町村にもあるんじゃないかと逆に質問が出たの

 すけれども、それが２兆円のうちの２割、４千億円くらいしかないの すよ。それ 残りはなんだ

ろうという話になったの すが、殆ど個人預金。法人預金よりは個人預金 すね。だから、結局いろ

いろな賠償金などがいろいろな形 入って すね、単純に言うと６兆円のうちの２兆円 すから、百

何十年の歴史のうちの３分の１ すか。たった２年間 達成 きた。ものすごい激変 すね。そして

金融機関 何が起こっているかというと、正直言って預金はいらないくらい、余ったのがくるん す

よ。預金というのは昔からいうように、預金や資金を集めて何割を貸すかという預貸率というのがあ

り すが、普通６割とか７割、昔は８割とか９割  はいき せんけれども７割くらいが健全だとい

われていたの すね。あとは２割ぐらいを有価証券など 運用する。実際に預貸量が５割切ってい 

す。銀行にとって貸すところがないん す。それは何かというと、建設業を含めて借金の返済かなり

多いの す。ということは、建設業社 儲かっているのは、みんな借金返済に回しているん す。賃
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金がアップしたかというと、アップしたという話は聞かない すね、正直言って。 は下請の方が上

がったかというと、それも聞かない。企業がせっせせっせと今  苦しくて倒産しそうになったもの

を、どんどん借金返済して内部留保とかそちらの方に回ってい す。今日はデータを持って来なかっ

たの 正確なことは言え せんが、あく  もつかみとして今日は申し上げたかったの すが、そう

いう形 、震災 ものすごい被害を受けているはずなん すが、金融統計、これは財務省 取ってい

るデータ すの 、かなり正確だと思い す。 

ところがこちらがびっくりしたのが、こういう話をしていたら、弁護士会の方からも非常に参考に

なったとお世辞を言われたの すが、財務省の本庁から来た人が一生懸命メモをとっているん すね。

ちょっと待ってください、私はあなた方が作っているデータ 言っているん すよと言っても、作っ

ている方がわからないん すね。あれは私は正直言ってびっくりし した。脱線し した。 

これから た離れ すけれども、あと２つ申し上げ すけれども、今日は土木部の次長さんいらし

てい すけれども、今回１年間我々やり したが、土木の部長さん、技監さん、政策監は殆ど来られ

なかった すね。残念 した。今回トップの交代もあるよう すの 、この次のトップの方にはこの

委員会を軽視することなく来るように伝えてください。 

それからもう一つ、総合評価の加点とかあり すけれども、いろんな処理、業者によって書き違い

とかミスなどがあるよう すが、土木部など はそういうレクチャー、書き方、間違いの起きやすい

事例などに関して、毎年研修的なものは行っているん しょうか。個別的には加点の所 すね、例え

ば６対４ ＪＶを組み したという場合、ＪＶの契約金額の実績をみるときに、例えば４億円のＪＶ

の契約 、４割だから１億６千万円 すね。それを契約金額に書いてし った。チェックする方は１

億６千万円に４割かけるの 、この事案は１億円未満の工事だという話になってし って、本当は実

績があるのに実績に加算されない、かわいそうなケース すね。結果的には、その業者が書いたミス

だったの 、県の判断が間違っていたわけ はないということ はあるの すが、間違えやすい事例

というのはいろんなケース あると思うん すよ。毎年毎年それを業界に説明はしないの しょうか。

その辺お伺いしたいの すが。 

【入札監理課長】 

業者に直接説明指導  は行っていないの すが、御指摘いただいたような、総合評価の作成書類

の中 実際に書き誤ったような事例につき しては、我々としてはデータを集め して、実際のミス

につながりやすいようなもの あれば、毎年いわゆる記載上の留意事項としてその旨を明記して、極

力それを一読すれば記載誤りのないように見直しを行っているところ あり す。 

ただい 御指摘いただいた事項につき しても、実は今回、様式や記載留意事項の記載の見直しに

より して、業者が二度と同じ過ちを起こさないように付記して注意喚起するようにいたし した。

基本的にそういった事例を積み重ねて、特に誤りが見られるようなものについては二度と誤りがない

ように記載上の留意事項に付記するなど、見直しを行って対応させていただいているところ ござい

 す。 

【安齋委員】 

申し上げたかったのは、問い合わせがあった現場 即答 きなかったということは、現場も知らな

かったの はない すか。例えば、入札監理課長なら課長のところに時間をかけて問い合わせて、や

っと回答を得て業者に伝えているような状態じゃなかったのか。現場のみなさん、出先の方も知らな

いという感じ 、私は危惧を持っているもの すから、その辺をレクチャーや講義など 知らしめる

べきじゃないのかなという感じ す。 

【入札監理課長】 

県 内部的にそういった業務に携わっている職員に対しては、毎年の年度変わりに実務担当者を集

めた説明会を行ってい すの 、そういった誤りやすいような項目について注意喚起を今後も継続し

て行って いりたいと思い す。 
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【伊藤委員長】 

ちょっと横道の話になるの すが、安齋先生の先ほどの話に関して、東邦銀行は震災前が３兆円の

資金量が４兆円以上、つ り１兆円以上増えたわけ すよね。そのことと、最近、福島県下は非常に

高級車が増えてい して、つ り、いろんな形 賠償とかそういう形 お金は集 っているんだけれ

ども、それがちゃんとう く投資 きていない、あるいは将来に対して使えていない現状があるのは

確かなよう す。 

私も東邦銀行の方といろいろ話をすることがあるの すが、良いこともあって、地元紙にも載った

の 御存じの方も多いと思うの すが、東邦銀行が１０万円を保証なし 配ったのが全部戻ってきた

ことなど す。それは東邦銀行が良いの はなくて、福島県民が素晴らしいということ す。震災が

あって、福島の良いことも多くあって、全国に発信もされて すけれども、こういう入札制度、公共

事業も含めてスピード感が少し いなという感じは受け す。スピード感というものも、もう少し出

して、我々が言って貢献 きる部分もあるとは思うの すけれども、行政の方もそういったスピード

感というのも大事にしていただきたいなという気がし す。 

つ り、どんなに素晴らしいこと も手遅れ は意味がないわけ すの 、適時タイムリーに行う

ことも行政の非常に重要なテーマだと思い すの 、よろしくお願いし す。他にあり すか。 

【安齋委員】 

 関連 すが、ただい 委員長が言い した震災の際の事例集 すが、東邦銀行 即座に１年以内に

印刷して県、団体にも配布してい す。私もいただき したが、非常に良い本 す。この本には、失

敗が入ってい す。成功例だけ はなく、その時に気が付かなかった失敗があったということを、支

店長ごとに率直な意見を聞いているところを私は評価したいと思い す。そして、これを何冊印刷し

たのかと聞いたら、すごい好評 ４刷か５刷くらいだというの す。外国からも評価されて英文のも

のはないかと言われて、ようやく英文のものも印刷して売り切れ状態だそう す。 

【齋藤委員】 

 それはなんというタイトルの本 すか。 

【安齋委員】 

 タイトルはちょっと忘れ した。震災にどう対応したか、その中 今の１０万円は、頭取のコメン

トにもあり したが、おそらく何件かは戻って来ないだろう、それ もとにかく預金者のためにやろ

うということ 、実際は支店長から要請あったの 検討してとにかくやろうと、支店長の裁量 、い

いと思ったことは全部やろう、責任は本部が取るという形 やったそう す。当然事故はあるだろう

という覚悟をしてやったそう す。ところが最後の１件が入って、東邦銀行もびっくりしたそう す。

それを北村頭取が講演会 これは信じられなかったと何度も言って すね。そういう意味 は福島県

の方は健全 す。北村頭取は、あちこちから講演会に呼ばれて、同じ話を何度もしているよう すね。

あの本は非常に好評 す。図書館にはないと言うの 、図書館にやらないと駄目だぞと言って、英文

の方と知っている人に頼ん 県立図書館へやり して、あとは各地の図書館にもやるべきじゃないか

と、お客さんだけじゃないぞとはっぱをかけたわけ すけど。そのおかげ 随分お金をかけたよう 

す。 

【伊藤委員長】 

 今の話は確か１０月くらいの共同通信の記事を基に福島県の地元紙、地方紙２０紙くらいが書かれ

て す。新聞社によって若干ニュアンスが違うところがあるよう すが、調べたらわかると思い す。 

 他にござい せん したら次に移り す。 

それ は、その他に入り す。 ず、委員の皆様からござい すか。なければ事務局からお願いし

 す。 

【入札監理課主幹兼副課長】 
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次回、第４８回の抽出案件の審議対象期間及び抽出テーマの決定並びに抽出チームの指名をお願い

いたし す。 

【伊藤委員長】 

 委員の皆様から御意見あり したらお願いし す。事務局案があり したらお願いし す。 

【入札監理課主幹兼副課長】 

 事務局案としては、第４８回の抽出案件の審議対象期間は、平成２５年４月から平成２６年１月 

 、テーマは「福島県版復興ＪＶ制度を適用した案件」、抽出委員は五十音順に齋藤委員、新城委員

 はいかが しょうか。 

【伊藤委員長】 

 福島県版復興ＪＶ制度を適用した案件 すが、よろしい しょうか。それ は、審査対象期間は平

成２５年４月から平成２６年１月  、抽出委員は齋藤委員と新城委員を指名し す。その他事務局

からござい すか。 

【入札監理課主幹兼副課長】 

次回委員会等の日程調整のため、皆さ のお手元に４月分、５月分及び６月分の日程確認表を配付

いたし した。６月分につき しては、現在わかる範囲 結構 す。御手数をおかけいたし すが、

３月２０日木曜日頃  に事務局へ御提出いただき すようお願いいたし す。 

【伊藤委員長】 

  大体どのくらいの開催を予定してい すか。 

【入札監理課長】 

 ５月の連休明け以降になると思い す。年度当初は皆様お忙しいと思い すの 、少し落ち着いた

ところ の開催がよろしいの はないかと思い す。 

【伊藤委員長】 

事務局から他にあり すか。本日の議事については、これ 終了いたし す。 

【入札監理課主幹兼副課長】 

 （閉会） 

以上をもち して、「第４７回福島県入札制度等監視委員会」を閉会とさせていただき す。あり

がとうござい した。 

 


